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１.事業の概況 

当事業年度における世界経済は、欧州の政府債務危機に伴い先進国経済に不安定さが増

すとともに、新興国経済の成長にも鈍化の動きがみられ、総じて景気の回復が減速傾向と

なりました。わが国経済は、東日本大震災後の厳しい状況から需要・供給両面で回復が進

みましたが、世界経済の減速や、長引く円高、タイの洪水被害などの影響により、持ち直

しの動きは緩やかなものになりました。 

情報通信分野においては、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展に伴うネット利用の普及に

よる広がりに加え、通信と放送、固定と移動の融合、クラウドコンピューティング（※1）

の進展や、スマートフォン・タブレット型端末等の高速無線・Ｗｉ-Ｆｉ（※2）対応端末の

急速な普及等により構造変化が進展しています。 

地域通信市場においても、光化を中心としたブロードバンドサービスでの設備競争およ

びサービス競争の進展に加え、多様な無線端末を活用した新たなサービスの登場など市場

環境が大きく変化しております。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客さまが安心してすべてを

任せることができる「身近な総合ＩＣＴ（※3）企業」として、良質かつ安定的なユニ

バーサルサービスの提供、災害に強い通信ネットワークの構築、大規模自然災害な

どの際の迅速な復旧をはじめとした社会的インフラとしての信頼性の確保に努め

るとともに、平成２０年５月に日本電信電話株式会社が策定したＮＴＴグループ中

期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の実現に向け、新しいサービス・商品の

提供や、お客さまにとって“使いやすい”“より長くご利用いただける”新しい料金メニュ

ーの提供等を通じて、お客さまや地域・コミュニティのニーズにあった安心・安全・

便利に配慮した信頼性の高い魅力的なブロードバンドサービスの普及・拡大に積極

的に努めてきました。 

  また、平成２３年３月に発生した東日本大震災については、ＮＴＴグループ各社や通信

建設会社の応援も得て、全社を挙げて通信サービスおよび通信設備の復旧に取り組んだ結

果、震災発生から約１か月を経過した平成２３年４月末までに、お客さまが居住している

エリアの通信ビル機能について、応急復旧を実現しました。更に、被災した通信ネットワ

ークの信頼性レベルを震災前以上にするべく、被災地において通信設備の本格復旧に取り

組むとともに、あわせて、つなぎ続ける使命を果たすため、サービスの信頼性レベルを更

に向上させる取り組みを進めてきました。 

①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 
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ＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、提

供エリアを拡大している「フレッツ光」（※4）については、東日本大震災により一時的な

営業活動への影響があったものの、平成２３年９月に９００万契約を突破しました。 

「フレッツ光」の普及・拡大と利活用促進に向けては、インターネット等をこれから始

めたい、またはインターネット等のご利用機会が少ないというお客さまがお手軽な料金で

お使いいただける、二段階定額料金の光ブロードバンドサービス「フレッツ 光ライト」の

提供を開始するとともに、「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」の戸建向けサービスに

ついて、２４ヵ月単位での継続利用をお約束いただくことで、月々のご利用料金がお得に

なる新たな料金プラン「にねん割」の提供を開始しました。また、スマートフォン、タブ

レット型端末等Ｗｉ－Ｆｉ端末の急速な増加による、外出先でのＷｉ－Ｆｉ利用ニーズの

高まりに対応して、チェーン店舗・商店街店舗・公共施設等において「フレッツ 光ネクス

ト」をご契約いただいているお客さまを対象に、来訪者に対して「フレッツ・スポット」

によるインターネット利用環境の提供や店舗等からのオリジナルコンテンツの配信等を可

能にするサービス「光ステーション」の提供を開始するとともに、東京２３区内のセブン

＆アイ・ホールディングスグループの店舗で「フレッツ・スポット」の提供を開始し、セ

ブン＆アイ店舗へご来店時にＷｉ－Ｆｉに対応したスマートフォンやタブレット型端末等

をお持ちのお客さまを対象に快適な無線ＬＡＮインターネットをご利用いただけるように

しました。 

更に「フレッツ光」をご利用のお客さま向けに、情報配信サービス「フレッツ・マーケ

ット」に対応し、搭載メモリーの増加等による操作性の向上、生活防水対応、バッテリー

長時間化、Ｆｌａｓｈ・ＰＤＦファイル表示機能等の新機能を搭載したタブレット端末「光

i フレーム２」の提供を開始するとともに、自宅および外出先での無線ＬＡＮ接続を実現

する「光ポータブル」のオプションとして高速無線ＬＡＮ通信（最大３００Ｍｂｐｓ）を

実現する「Ｗｉ－Ｆｉクレードル」の提供を開始しました。また、東日本大震災に伴い、

企業のみならずご家庭においても従来よりさらに効果的かつ長期的な節電の取り組みが求

められている状況に鑑み、「フレッツ光」をご利用のお客さま向けに、ご家庭の消費電力量

や電力会社が提供する電力供給情報を可視化することで、ご家庭内の節電およびＣＯ２削

減をサポートするサービス「フレッツ・ミルエネ」の提供を開始しました。 

一方、「サミットネットスーパー」（※5）を提供する住友商事株式会社様、液晶テレビ等

を活用した新たなソリューション提案を行うシャープシステムプロダクト株式会社様との

協業により、高齢者の方々や、首都圏でも増えている「フードデザート」と言われる買物
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が不便なエリアにお住まいの方などの生活利便性向上を目的とした、テレビで買物を楽し

めるネットスーパーサービスの提供を開始するとともに、飲食店等における集客促進サー

ビス等を提供する株式会社ぐるなび様との協業により、ぐるなび掲載店舗への「フレッツ

光＋Ｗｉ－Ｆｉ」の導入促進および、ぐるなびショッピングサイト購入代金の「フレッツ

光」との合算請求等、お客さまにより便利なサービスの提供を開始するなど、幅広い分野

の事業者との連携を図りました。 

加えて「フレッツ光」をご利用のお客さまを対象とした会員制プログラム「フレッツ光

メンバーズクラブ」については、平成２３年８月に２００万会員を突破し、更には平成２

４年３月以降の会員継続年数に応じてポイント数が加算される新たなマンスリーポイント

の提供を開始するとともに、「にねん割」ご利用のお客さまを対象として、「にねん割」の

更新に基づき１，０００ポイントを提供する「にねん割更新ポイント」を開始しました。 

お客さまサービスの向上に向けては、集合住宅向け「光配線方式」（※6）による工事日即

決の推進や、無派遣工事の推進などにより、光アクセスサービスの開通納期短縮に継続的

に取り組みました。 

②ソリューションビジネスの取り組み 

自治体、医療機関、教育等の分野に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソ

リューションを中心に、ＩＣＴの利活用により地域のお客さまに喜んでいただけるよう、

効率的かつ効果的な営業活動を展開しました。 

自治体分野については、条件不利地域（※7）の自治体における光設備構築に参画し、Ｉ

ＲＵ（※8）契約により当社が自治体の光設備を借り受け、ブロードバンドサービスを提供

することで、デジタル・ディバイドの解消および地域のニーズに合わせたブロードバンド

サービス環境の提供に積極的に取り組みました。とりわけ、東日本大震災の復興支援活動

を通じて、多くの自治体から、重要データの遠隔地へのバックアップに関する要望が多く

寄せられたことを受け、ＮＴＴ東日本のデータセンタおよびネットワークサービスを利用

して、お客さまが保有するデータをバックアップする仕組みについて、南三陸町（宮城県）

と共同で実証実験を行っており、今後、確実にお客さまのデータをお預かりし、有事の際

のデータ消失リスクの軽減に貢献するソリューションを展開していきます。また、医療分

野については、ＩＣＴを活用した遠隔地間をつなぐ保健指導のニーズの高まりを踏まえ、

テレビ電話を活用した遠隔地間での健康相談が可能なクラウド型遠隔健康相談サービス

「ひかり健康相談」の提供を開始するとともに、異なるメーカーやベンダの電子カルテ同

士をつなぐことで、地域の医療機関の間で情報連携を可能とする「タイムライン連携シス
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テム」について、松本地域（長野県）の一部の診療所と連携し運用トライアルを開始しま

した。 

企業向けＶＰＮ（※9）サービス拡充の取り組みとしては、企業のプライベートネットワ

ーク等の構築を可能とする「フレッツ・ＶＰＮ ゲート」について、従来お客さまによる設

置が必要であった認証サーバ（※10）等が不要となり、プライベートネットワークの構築お

よび運用をより簡単に行うことができる「ユーザ認証代行機能」の提供を開始しました。 

事業所向けサービス拡充の取り組みとしては、キヤノンマーケティングジャパン株式会

社様との協業により、「オフィスまるごとサポート」で実施している不具合や故障等の対応

において、お客さまの不具合・故障状況をワンストップで受け付け、キヤノン製複合機が

故障原因と判断した場合、ＮＴＴ東日本からキヤノンマーケティングジャパン株式会社様

への情報取り次ぎを開始するとともに、オフィス内のＩＣＴ機器の販売および保守等サポ

ートに関してエプソン販売株式会社様と協業するなど、幅広い分野の事業者との連携を図

りました。 

③事業運営体制の状況 

事業運営体制については、東日本大震災により被災した東北地方の通信設備の本格復

旧・復興を自治体等の復興計画と連動して一元的に推進するため、平成２３年５月に、社

長直結組織として、「東北復興推進室」を設置しました。 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に寄

与していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日本グループにおける

事業運営の重要な柱の一つとして位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成１８年６

月制定）を基本に、法令等遵守や環境負荷低減に向けた取り組みはもとより、「つなぐ」こ

とを使命に、安心・安全な通信インフラの提供による信頼の維持・向上に努めました。 

また、個人情報保護、適正な広告表示、労働者派遣をはじめとした各種法令等の遵守は

もとより、公正競争の確保についても、これまでの取り組みに加え、電気通信事業法等の

改正（平成２３年１１月３０日施行）に伴い、他事業者に関する情報を管理・運用する組

織・子会社を明確化し、それら子会社を含めて管理方法を明文化する等、取り組みの強化

を実施しました。更に、コンプライアンス再徹底の取り組みとして、強化月間を設定し、

階層別研修を集中的に行うなどの取り組みを実施しました。 

東日本大震災に伴う夏期の電力不足対策としては、電力緊急対策本部を設立し、通信ビ

ル・オフィスビル双方で最大限の電力削減施策を実施しました。なお、５００ｋｗ以上の
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大口契約ビルについては、経済産業省より告示された「電気事業法第２７条に基づく使用

制限について」に基づき、ＮＴＴグループ（持株傘下９社）で「共同使用制限スキーム」

を活用し、共同使用制限・制限緩和申請を実施しました。加えて、家庭やオフィスにおけ

るパソコンの消費電力を削減可能なＰＣ節電ツール「ＰＣ省エネサポート」を全ての「フ

レッツ光」ご契約者さまへ無償で提供しました。 

また、社員等の環境意識の醸成に向けて、「ｅｃｏ検定（※11）受験」、「地域清掃活動へ

の参画」などを実施し、職場や家庭、地域社会など、様々な場面での環境負荷低減につな

がる取り組みを推進する「ＮＴＴ東日本グループアクトグリーン２１」を継続的に展開し

ました。 

更に、市場環境の変化やお客さまニーズの多様化等を背景に、身近な総合ＩＣＴ企業と

しての今後の成長のため、ダイバーシティ・マネジメント（※12）を重要な経営戦略と位置

づけ、多様な人材の育成・活用および多様な働き方の推進に取り組むとともに、ワーク・

ライフ・バランスの推進を図りました。平成２４年３月には、ダイバーシティの更なる推

進に向け、「ダイバーシティビジョン」「ダイバーシティコミットメント」「３つのポリシー」

を掲げ、また、当面の取り組みとして、「５年後（平成２８年度末）女性マネージャー数倍

増」を目標に掲げるとともに、ＩＣＴを活用した事業所内保育所「ＤＡＩ★ＫＩＤＳ初台」

の設置等も予定しています。 

これらＣＳＲの取り組みについて、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動を一層推進するために「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ目

標」を設定するなど、ＣＳＲ経営の強化に努めるとともに、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ

報告書２０１１」を発行し、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

なお、「日本電信電話株式会社等に関する法律」における収賄容疑で、当社社員が逮捕・

起訴されたことは誠に遺憾であり、今後このようなことが起きぬよう、社員教育の徹底を

中心とした取り組みに一層努めてまいります。 

⑤東日本大震災からの本格復旧状況および信頼性向上に向けた取り組み状況 

東日本大震災により被災した通信ネットワークの信頼性レベルを震災前以上にするため、

被災地において通信設備の本格復旧に向け、被災した通信ビルの高台への移設、流出した

橋梁区間の中継伝送路の河川下越し、原発区域の中継伝送路の迂回等の取り組みを進めて

います。また、東日本全域でサービスの信頼性レベルを更に高めるため、通信ビルの停電

対策や水防の強化等による災害に強い設備作り、各種の災害対策機器を配備する等の早急

な通信サービスの復旧、非常用電話および公衆無線ＬＡＮを災害発生時に無料開放する情
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報ステーション化の推進やフレッツ光でひかり電話をご利用のお客さま向けに停電時にひ

かり電話ルーターへ給電可能な「光モバイルバッテリー」の提供を開始するなど、災害直

後の通信確保に向けた取り組みを進めています。 

また、危機管理としては、東日本大震災の教訓を踏まえて、大規模災害対策委員会を立

ち上げ、震災時の取り組みの評価を行い、課題解決に向けた施策の方針化を行うとともに、

大規模災害発生時における事業継続の対処能力向上および災害対策活動の検証を目的に、

平成２４年２月に首都直下地震発災との想定のもと、大規模災害対処訓練を実施しました。 

⑥営業収益等の状況 

以上の取り組みおよびコスト削減を行い、営業収益は 1兆 8,515 億円（前年同期比 5.4％

減）、営業利益は503億円（対前年同期比34.8％減）、経常利益は752億円（前年同期比21.7％

減）、当期純利益は 321 億円（前年同期比 38.5％減）となりました。 

※1：従来は手元のコンピュータで管理・利用していたソフトウェアやデータなどを、インターネット

などのネットワークを通じてサービスの形で必要に応じて利用する方式。 

※2：Wireless Fidelity の略。無線通信で使用する規格 IEEE802.11a/b/g/n を製品に搭載した際、

他の IEEE802.11a/b/g/n 搭載機器と相互運用が可能となるように、互換性の保障をするための

ブランド名。 

※3：Information and Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉。 

※4：「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」および「フレッツ 光ライト」の総称。 

※5：住友商事が 100%子会社である住商ネットスーパー株式会社を通して、首都圏約 8 百万世帯向

けに展開するネットスーパー。 

※6：ＮＴＴ東日本収容ビルからマンションの共有部分を経由して、各住戸に直接光ファイ

バーを引き込む「オール光」方式。 

※7：ブロードバンド基盤の整備において、採算性の問題等から、民間事業者の事業展開が

困難な地域。 

※8:Indefeasible Right of User の略。破棄し得ない使用権。  

※9: Virtual Private Network の略。インターネットなどの公共のネットワークを、あたかも専用

回線のように利用すること。 

※10: エンドユーザからの接続要求を受け取り、正規のユーザであるかどうかの判定（ユーザ認証）

を行うためのサーバ。 

※11：環境社会検定試験。主催「東京商工会議所」。 

※12：多様な人材を受容し活用することで、新たなイノベーションを起こし、企業競争力強化を図

る経営戦略。 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ５１８，７４７ ５０６，３０１ △ １２，４４５

　　　　空中線設備 ５，４５６ ５，０６８ △ ３８８

　　　　端末設備 ７３，２５３ ６４，５４４ △ ８，７０９

　　　　市内線路設備 ８０１，０７１ ８２５，３３０ ２４，２５９

　　　　市外線路設備 ３，９２１ ３，８９９ △ ２１

　　　　土木設備 ６２８，７２３ ６２１，２７４ △ ７，４４９

　　　　海底線設備 ２，２１３ １，８９９ △ ３１３

　　　　建物 ４７４，１１５ ４６４，１９８ △ ９，９１７

　　　　構築物 １４，６７５ １５，０５２ ３７６

　　　　機械及び装置 ２，７６２ ３，３８８ ６２５

　　　　車両及び船舶 １３９ ３２７ １８７

　　　　工具、器具及び備品 ４０，６８２ ４１，８２０ １，１３７

　　　　土地 １９９，０３９ １９７，５１２ △ １，５２７

　　　　リース資産 ２，１７２ １，０３０ △ １，１４１

　　　　建設仮勘定 ４２，３４４ ５７，６５１ １５，３０７

　　　　有形固定資産合計 ２，８０９，３１８ ２，８０９，２９９ △ １９

　　　無形固定資産 １０４，９８７ ９９，４７２ △ ５，５１５

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，９１４，３０６ ２，９０８，７７１ △ ５，５３５

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ７，１１９ ７，２８３ １６３

　　　　関係会社株式 ４８，２５３ ４８，２５３ －

　　　　その他の関係会社投資 ７，７３７ ４，２０４ △ ３，５３２

　　　　出資金 ５４５ ４５８ △ ８６

　　　　関係会社長期貸付金 ４００ ２００ △ ２００

　　　　長期前払費用 ３，８４１ ３，５２０ △ ３２１

　　　　繰延税金資産 １７８，６１９ １４６，４４１ △ ３２，１７７

　　　　その他の投資及びその他の資産 ８，４７６ ６，５８０ △ １，８９５

　　　　貸倒引当金 △ １，０６３ △ ９９４ ６８

　　　　投資その他の資産合計 ２５３，９２９ ２１５，９４７ △ ３７，９８１

　　固定資産合計 ３，１６８，２３５ ３，１２４，７１９ △ ４３，５１６

　流動資産

　　現金及び預金 １７２，４９８ １７９，６７４ ７，１７５

　　受取手形 ７ － △ ７

　　売掛金 ３２３，５３７ ３１４，１７４ △ ９，３６２

　　未収入金 ８，４５３ １０，８２９ ２，３７６

　　有価証券 １０ １０ －

　　貯蔵品 ３５，２５９ ４３，５９６ ８，３３７

　　前渡金 ２，１６８ ２，３２６ １５８

　　前払費用 ７，３９９ ８，００８ ６０８

　　繰延税金資産 ９，７０２ ５，９９９ △ ３，７０２

　　その他の流動資産 ４１，８５４ １５，９６２ △ ２５，８９１

　　貸倒引当金 △ ４，０７３ △ ３，８２９ ２４４

　　流動資産合計 ５９６，８１６ ５７６，７５３ △ ２０，０６３

　資産合計 ３，７６５，０５２ ３，７０１，４７３ △ ６３，５７９

２．比較貸借対照表 

（平成23年３月31日） （平成24年３月31日）
科 目

第 12 期 第 13 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ６６６，０５５ ６１７，７１５ △ ４８，３３９

　　リース債務 ２，０５７ １，５１５ △ ５４１

　　退職給付引当金 ２５４，０５４ ２２７，４６４ △ ２６，５８９

　　ポイントサービス引当金 ２，９４４ ５，０７４ ２，１２９

　　未使用テレホンカード引当金 １５，１０１ １４，２５５ △ ８４６

　　資産除去債務 ６２９ ６４３ １３

　　その他の固定負債 ７，９９９ １０，９６７ ２，９６８

　　固定負債合計 ９４８，８４２ ８７７，６３６ △ ７１，２０５

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １２２，６８７ １４８，３３９ ２５，６５１

　　買掛金 １０４，５３４ １０４，０５６ △ ４７７

　　短期借入金 ３０，０００ ３０，０００ －

　　リース債務 ２，９４５ １，０５９ △ １，８８５

　　未払金 ２５４，８１０ ２３９，４１５ △ １５，３９４

　　未払費用 １７，９４３ １６，２８４ △ １，６５８

　　未払法人税等 １，６６１ ４８８ △ １，１７２

　　前受金 ６，３７３ ６，３４８ △ ２５

　　預り金 １２７，２６３ １３６，７３８ ９，４７５

　　前受収益 １９５ ２７１ ７６

　　災害損失引当金 ５，５００ １，５３５ △ ３，９６５

　　資産除去債務 ７０ － △ ７０

　　その他の流動負債 １２，４５３ １０，６９８ △ １，７５５

　　流動負債合計 ６８６，４３８ ６９５，２３７ ８，７９８

　負債合計 １，６３５，２８１ １，５７２，８７３ △ ６２，４０７

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 － １，８１８ １，８１８

　　　　圧縮積立金 ６，０９９ ６，９２７ ８２７

　　　　繰越利益剰余金 ２８９，２０９ ２８５，２１６ △ ３，９９２

　　　利益剰余金合計 ２９５，３０８ ２９３，９６２ △ １，３４６

　　株主資本合計 ２，１３０，０３５ ２，１２８，６８９ △ １，３４６

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 △ ２６３ △ ９０ １７３

　　評価・換算差額等合計 △ ２６３ △ ９０ １７３

　純資産合計 ２，１２９，７７１ ２，１２８，５９９ △ １，１７２

負債・純資産合計 ３，７６５，０５２ ３，７０１，４７３ △ ６３，５７９

（平成23年３月31日） （平成24年３月31日）

第 12 期 第 13 期
増 減 ( △ )科 目
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，７７６，０８５ １，７１９，２３９ △ ５６，８４５

　営業費用

　　営業費 ４７３，２５０ ４７８，９５３ ５，７０２

　　運用費 １２，７４８ １１，８８１ △ ８６７

　　施設保全費 ４２３，６８１ ４１４，７２５ △ ８，９５５

　　共通費 ９１，８７６ ９３，１３５ １，２５９

　　管理費 １０８，６５１ １００，９６９ △ ７，６８２

　　試験研究費 ５１，０５３ ５０，１２７ △ ９２６

　　減価償却費 ３９０，４１７ ３７９，９７３ △ １０，４４３

　　固定資産除却費 ４９，７０９ ４２，８５６ △ ６，８５２

　　通信設備使用料 ３３，１４３ ３２，４２７ △ ７１６

　　租税公課 ７２，３８０ ７０，９６７ △ １，４１２

　　営業費用合計 １，７０６，９１１ １，６７６，０１６ △ ３０，８９５

　電気通信事業営業利益 ６９，１７３ ４３，２２３ △ ２５，９５０

附帯事業営業損益

　営業収益 １８１，０６１ １３２，２８７ △ ４８，７７４

　営業費用 １７３，０８０ １２５，１８６ △ ４７，８９４

　附帯事業営業利益 ７，９８１ ７，１０１ △ ８７９

営業利益 ７７，１５５ ５０，３２４ △ ２６，８３０

営業外収益

　受取利息 １３２ ８５ △ ４６

　有価証券利息 ９ １７ ８

　受取配当金 １，８１７ ３，０６９ １，２５２

　物件貸付料 ４５，１１２ ４３，５８２ △ １，５３０

　雑収入 ６，８２３ １１，６９３ ４，８６９

　営業外収益合計 ５３，８９４ ５８，４４８ ４，５５３

営業外費用

　支払利息 １０，９６９ ９，８１４ △ １，１５４

　物件貸付費用 ２１，４５７ ２０，５９０ △ ８６７

　雑支出 ２，５５６ ３，１３７ ５８１

　営業外費用合計 ３４，９８３ ３３，５４２ △ １，４４１

経常利益 ９６，０６６ ７５，２３０ △ ２０，８３５

特別利益

　災害特別損失戻入額 － ４，４７３ ４，４７３

　特別利益合計 － ４，４７３ ４，４７３

特別損失

　災害特別損失 １９，１９０ １２，６４５ △ ６，５４４

　特別損失合計 １９，１９０ １２，６４５ △ ６，５４４

税引前当期純利益 ７６，８７６ ６７，０５８ △ ９，８１７

法人税、住民税及び事業税 １０，６０７ △ ９０２ △ １１，５１０

法人税等調整額 １３，９６５ ３５，８０７ ２１，８４２

当期純利益 ５２，３０３ ３２，１５３ △ ２０，１４９

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
平成23年３月31日まで 平成24年３月31日まで
平成22年４月１日から 平成23年４月１日から

第 12 期 第 13 期
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前事業年度  （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 - 5,152 271,352 276,505 2,111,231 △ 4 △ 4 2,111,227

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      52,303 52,303 52,303   52,303

圧縮積立金の積立     947 △ 947     - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        △ 259 △ 259 △ 259

当期変動額合計 - - - - 947 17,856 18,803 18,803 △ 259 △ 259 18,544

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 - 6,099 289,209 295,308 2,130,035 △ 263 △ 263 2,129,771

当事業年度  （自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 - 6,099 289,209 295,308 2,130,035 △ 263 △ 263 2,129,771

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      32,153 32,153 32,153   32,153

特別償却準備金の積立    1,818  △ 1,818     - 

圧縮積立金の積立     827 △ 827     - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        173 173 173

当期変動額合計 - - - 1,818 827 △ 3,992 △ 1,346 △ 1,346 173 173 △ 1,172

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,818 6,927 285,216 293,962 2,128,689 △ 90 △ 90 2,128,599

純資産
合計

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

資本剰余金

圧縮積立金

評価・換算差額等

繰越利益
剰余金

特別償却
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本

資本金

資本剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
特別償却
準備金

利益剰余金

その他利益剰余金

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

圧縮積立金

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ７４２，２７８ ６５３，８４４ △ ８８，４３４ △ １１．９

（再）基本料 ５０９，２０４ ４６１，２４６ △ ４７，９５７ △ ９．４

（再）通話料 ７１，１６０ ５７，７７７ △ １３，３８２ △ １８．８

（再）相互接続通話料 ９９，８５４ ８１，８７３ △ １７，９８０ △ １８．０

　ＩＰ系収入 ７２４，４９３ ７７７，５５６ ５３，０６２ ７．３

　専用収入（ＩＰ系除く） １４９，４８８ １３６，１６０ △ １３，３２７ △ ８．９

　電報収入 １８，８６９ １７，０９８ △ １，７７０ △ ９．４

　その他の電気通信事業収入 １４０，９５６ １３４，５７９ △ ６，３７６ △ ４．５

電気通信事業営業収益合計 １，７７６，０８５ １，７１９，２３９ △ ５６，８４５ △ ３．２

附帯事業営業収益合計 １８１，０６１ １３２，２８７ △ ４８，７７４ △ ２６．９

営業収益合計 １，９５７，１４７ １，８５１，５２７ △ １０５，６１９ △ ５．４

 ５．営業実績 

第 12 期

平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで 平成24年３月31日まで

科 目

第 13 期
増　減　額

（△）平成23年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ７６，８７６ ６７，０５８ △ ９，８１７

　減価償却費 ４０３，５１０ ３９２，０５４ △ １１，４５６

　固定資産除却損 ２６，８２６ ２２，４４７ △ ４，３７８

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ２６，５９５ △ ２６，５８９ ５

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ３０，０８４ ８，６２３ ３８，７０８

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ２，９３９ △ ５，３４５ △ ８，２８５

　仕入債務の増加又は減少（△）額 ３９，５０４ △ ２３，０２９ △ ６２，５３４

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ３，４６０ △ ５，１８５ △ ８，６４５

　その他 ５０，１１７ １３，１９３ △ ３６，９２３

　小計 ５４６，５５４ ４４３，２２７ △ １０３，３２７

　利息及び配当金の受取額 １，９５９ ３，１７３ １，２１４

　利息の支払額 △ １１，０７１ △ １０，２５２ ８１９

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ２３，０４３ △ ６，７５０ １６，２９２

　営業活動によるキャッシュ・フロー ５１４，３９９ ４２９，３９７ △ ８５，００１

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３９５，３８０ △ ３９４，４２５ ９５４

　固定資産の売却による収入 ５，５３０ ２，０１０ △ ３，５２０

　投資有価証券等の取得による支出 △ ３，０４７ △ １，９９３ １，０５４

　投資有価証券等の売却による収入 ２，２０１ ５，０２０ ２，８１９

　その他 １，７４２ ２，３０３ ５６０

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３８８，９５３ △ ３８７，０８５ １，８６８

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 ３０，０００ １００，０００ ７０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ ９０，５９５ △ １２２，６８７ △ ３２，０９２

　短期借入による増減（△）額 ３０，０００ － △ ３０，０００

　リース債務の返済による支出 △ ３，２８９ △ ３，０２３ ２６６

　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３３，５００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６７，３８５ △ ５９，２１０ ８，１７４

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ５８，０６０ △ １６，８９８ △ ７４，９５９

現金及び現金同等物の期首残高 １４４，７６４ ２０２，８２４ ５８，０６０

現金及び現金同等物の期末残高 ２０２，８２４ １８５，９２５ △ １６，８９８

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目

平成23年３月31日まで 平成24年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 12 期

平成22年４月１日から 平成23年４月１日から

第 13 期
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－13－ 

 

 

 

７．役 員 の 異 動 

 

 

（１） 退任予定取締役 

 

代表取締役副社長    前 田  幸 一 （ＮＴＴファイナンス㈱ 入社予定） 

 

代表取締役副社長    小 園  文 典 （㈱協和エクシオ 入社予定） 

 

（２） 代表取締役予定者 

 

① 代表取締役社長予定者 

  

常務取締役            山 村  雅 之 

 

② 代表取締役副社長予定者 

 

常務取締役       中 川    裕 

       

取締役         岡    政 秀 

 

 

（注）１．現 代表取締役社長の江部努氏については、当社取締役相談役とする予定です。 

２．役員の異動は、内容が定まったものについて記載しております。この他の異動については、  

内容が定まった時点で発表いたします。 

 

以  上 
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